
地質・地盤リスクマネジメント
に関する土木研究所の取り組み

－関係者がONE-TEAM でリスクに対応するために－

国立研究開発法人

土木研究所 地質研究監

佐々木靖人

令和元年度新技術ショーケース（名古屋）



自己紹介
・昭和62年建設省入省（地質職）

・土研に計約３０年、九州地建河川部に３年（今はない地質の専門官）

・専門は土木地質学（特にダム地質、道路斜面防災）

・年間約１５０件程度のダム等の技術相談（現場も多い）

・道路土工構造物技術基準、道路土工指針類、道路防災点検要領、

トンネル標準示方書、道路橋示方書・同解説等の執筆

・河川砂防技術基準等の執筆

・地質調査技術の開発（たとえば土層強度検査棒）

・現在、「地質・地盤リスクマネジメント検討委員会」（本省、土研）

のマネジメント（委員兼幹事長）

・学会活動（境界領域のため多い）
日本応用地質学会（土木地質研究部会長）、地下水学会、土木学会、地盤工学会、岩の力学連
合、地質学会、ダム工学会、物理探査学会、地すべり学会、活断層学会、地下水学会、第四紀
学会、日本自然災害学会、地形学連合、地球惑星科学連合、国際応用地質学会（IAEG）、地質
技術者協会（AEG）等



スコットランド戦で、堀
江⇒ムーア⇒トゥポウの
３つのオフロードパスを
受け取りトライを決める
プロップの稲垣

写真はｇooニュースより

本日の主旨

土木事業は総合技術（技術のチームプレイ）

全てできるオールラウンドプレーヤーはいない

だからこそ関係者が参画・情報共有して

「事業リスクを見える化」し、役割分担・連携して
「ONE-TEAM」でリスク対応する必要。

⇒ONE-TEAMの制度化が「リスクマネジメント」



本日の内容

１．なぜ、地質・地盤リスクマネジメントが必要

ということになったのか

－博多地下鉄陥没事故に見る課題－

２．土木における地質・地盤リスクとは何か

３．地質・地盤リスクにどう対応すべきか

４．海外（主に米国）の取り組みの例

５．土研（＋本省）における地質・地盤リスク

マネジメントへの取り組み

６．地質・地盤リスクマネジメント事例
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1. なぜ、地質・地盤リスクマネジメント
が必要ということになったのか？

－博多地下鉄陥没事故に見る課題－



杭データ偽装による
マンションの傾斜
（２０１５年）

土木・建築の現場で、
地質に関連する事故や問題が立て続けに発生

地下鉄トンネル工事
による陥没事故
（２０１６年）

道路の陥没事故は直轄国道だけ
でも平成２７年度に１５３件発生

（国土交通省調べ）
その後も北陸新幹線の工事など

で陥没事故発生



事故を受けた答申
「地下空間の利活用に関する安全技術の確立について」

平成２９年９月 社会資本整備審議会・交通政策審議会
（案作成）地下空間の利活用に関する安全技術の確立に関する小委員会（大西有三委員長）



地下空間の利活用に関する安全技術の確立について（答申）
平成２９年９月 社会資本整備審議会・交通政策審議会

（案作成）地下空間の利活用に関する安全技術の確立に関する小委員会（大西有三委員長）



博多地下鉄七隈線陥没事故の地質的側面

おことわり

本pptは事故調査委員会

の公開資料を一部用い
ていますが、見解は個人
のものです。

未固結層下の福岡
層群（岩被り２－３
ｍ）直下を大断面で
掘削し、土砂流入・
陥没した事故



不整合面
（昔の地表。古い時代の
地層を削って新しい地層

が堆積）

未固結層

b:盛土

as,ac：沖積層

dAs,dAg:更新統

（荒江層、博多粘土層統）

古第三紀福岡層群

D2:N値50未満の強風化岩

D1:N値50以上の強風化岩

C1,C2:弱風化～新鮮岩盤

出典：調査委員会公開資料

トンネル付近の地質



崩落機構の推定

②①

④

③

⑤

出典：調査委員会公開資料

・トンネル天端直上に不整合面

・天端の岩盤に弱層（低強度）

・地下水圧の存在

・トンネル天端の岩盤が薄い

・扁平なトンネルの掘削
・ゆるみの発生

・または水みちの発生

・漏水を伴いつつ破壊の進行 ・土砂がトンネルに流入



施工時は地層が直線に描か
れている(岩被り2.79-3.67m)

事故後の調査では、地層境界に
凹凸が判明（岩被り1.9-2.28m)

不整合面は旧地表面なので凹凸があるのが当たり前

⇒地質の成立ちを考慮した地質構造評価の不足か
（「地質図の不確かさによる事業への影響（リスク）」を関係者が共有できていない）

出典：調査委員会公開資料



陥没事故におけるNATM区間での
ボーリング調査

設計時：NATM区間（195ｍ）付近で2孔のみ
（他事業のボーリングはトンネル底盤に届いていない）

施工時：追加で1孔

出典：調査委員会公開資料



陥没部は大断面部で構造上の要所

概略陥没範囲

水色丸：設計時
緑丸：施工時
青丸とオレンジ丸：事故後の施工確認
赤丸：事故後の追加調査

出典：調査委員会公開資料

大断面部



未固結層（不整合面）の直近だが、
ボーリングが少ない、配置が機械的

①一定間隔のボーリング配置（概査）
②構造上の重要部での配置（精査）
③地質上の重要部での配置（精査）

などのジャストボーリングが重要

一般に指針類で「留意すべき地質」が示されているが
⇒概査のみで精査なし

（地質の「不均質性」を評価できない）



ボーリング配置は基準類でどう規定?

鉄道構造物等設計標準・同解説（当時）
・都市部山岳工法トンネル編⇒定量的な規定無し

・開削編、シールド編⇒計画段階の基本調査で100～200m間隔

・設計段階⇒問題箇所ではさらにボーリング
（ただし，トンネル標準示方書等でも都市NATMは新しい時代の軟岩を対象とし
て記載されており、今回のような亀裂性岩盤は想定されていない）

基準は、都市部での調査量、問題箇所などの丁寧な記述が必要
であった可能性もある（私見）。
ただしそもそも、設計基準類にもとづく安全性評価法（米国ではこ
れをSBA=Standard-Based Approachという） のみでは地質の多様性
に対応しきれない。
⇒現場ごとに丁寧に「要精査箇所」を抽出することが重要。



岩質・岩盤物性の評価にも課題が
調査委員会による追加調査ボーリング例

（陥没部の南西）



Ｄ２層中

トンネル天端標高付近

古第三紀層で破砕質。

強度だけでなく、遮水性も心配
な地質

（⇒弱層のある不均質体との
認識が欠如?）
最終的に、以下のように物性のばらつき大
・変形係数 18.9～211.7 MN/m2

・透水係数 8.35×10-7～4.37×10-5 cm/s

（令和元年10月31日福岡市交通局による）



トンネル天端

不整合面

D2層（N値<50）

D1層（N値>50）
C2層

D2’ 層（強風化層）

層理面（剥離面）

小断層
D2ゾーン
（1-3m）

D2”層（特に変形しやすい強風化層）

中高角度断層？

陥没箇所の天端部の

岩盤状況のイメージ

Ｄ２をほぼ均質な難透水ゾーンとみなして平均物性で設計した。
しかし「岩被りが２～３ｍのトンネル」のリスクに照らせば、不整合面
の凹凸、弱層の連続の可能性のある不均質岩盤とみなして、安全
側の地質モデル・物性値で設計すべきであった（私見）。

未固結層

岩被り

水圧

岩盤部

出典：調査委員会公開資料



今回の工事では、天端部分のAGFをガイドセル
の干渉により0.1-0.2m下げたことで、103基の
AGFを一部切断し、この部分では鋼管がラップし
ていない状況となった。その後、陥没部はこの
AGF切断部と一致していることが確認された。
（令和元年10月31日福岡市交通局による情報）

不整合面

D2層（N値<50）

D1層（N値>50）
C2層

D2’ 層（強風化層）

層理面（剥離面）

小断層

D2”層（特に変形しやすい強風化層）

中高角度断層？

未固結層水圧

岩盤部

ＡＧＦ 工法

（注入式長尺鋼管フォア
パイリング）

設計変更と施工時の対応にも課題が
・岩被り確保のためトンネル断面を扁平に（扁平率0.625⇒0.532）

⇒天端部分のアーチ効果の低下

・補助工法としてAGF工法を採用（脆弱な岩に対応するため）

⇒結果的に鋼管のラップ不足に



そもそもトンネルのレベルを少し下げておけばよかった？
（計画時のリスク検討の重要性？）

未固結層

b:盛土

as,ac：沖積層

dAs,dAg:更新統

（荒江層、博多粘土層統）

古第三紀福岡層群

D2:N値50未満の強風化岩

D1:N値50以上の強風化岩

C1,C2:弱風化～新鮮岩盤

出典：調査委員会公開資料



博多陥没事故発生原因の考察（私見）
①計画に課題は？ ⇒早期のリスク検討が必要
②技術基準に課題は？ ⇒丁寧な記述＋専門家チェックが必要
③問題箇所の認識は？ ⇒あったが、より危機感が必要
④地質調査は適切か？ ⇒概査だけでなく精査が必要

（施工時追加したが遅い）
⑤地質評価は適切か？ ⇒不均質性、不確実性の評価が必要

（要求性能に対し地質評価が楽観的）
⑥リスク評価は適切か？⇒リスク評価の明確な規定無し

（想定された地山性能を過信？）
⑦リスク伝達は適切か？⇒リスク伝達の明確な規定無し

（協議メモなし？漠然とした伝達？）
⑧リスク対応は適切か？⇒リスク対応の明確な規定無し

（リスクを軽視？リスク認識なし？）
⑨対策工・施工は適切か？⇒補助工法の選定と施工に課題
⇒技術基準だけでは防げない、関係者の連携・マネジメントの課題
（地質・地盤リスクマネジメントの必要性）
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２．土木における
地質・地盤リスクとは何か？

①地質・地盤リスクとは何か
②リスクの発生原因
③地質の不確かさとは何か
④地質調査はどのくらいはずれる？
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①地質・地盤リスクとは何か？



リスクの定義（ISO 31000)

地質・地盤リスクの定義（案）

「当該事業の目的に対する地質・地盤
に関わる不確かさの影響」

⇒ 不確かさにはいろいろある。

「目的に対する不確かさの影響」



不確かさ：自然リスク源と人為リスク源がある

（素因：自然リスク源）

・地質の不均質性・複雑性（⇒地質の不確かさ）

・地質災害（ハザード）（⇒地質（災害発生場所・時期など）の不確かさ） 等

・調査精度の技術的限界（自然/人為的リスク）（⇒地質の不確かさ）

（誘因：人為リスク源）

・事業計画の流動性、計画不足（⇒構造物の不確かさ）

・地質調査不足（⇒地質の不確かさ）

・地質・地盤技術者の技術不足

（⇒地質の不確かさ、これに対する人の対応の不確かさ）

・事業者、設計・施工者等の理解・技術不足（⇒同上）

・関係者の連携，連絡不足（⇒同上）

・予算不足、時間不足、人員不足（⇒同上） 等

⇒これらの不確かさがあいまってリスクとなる
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② 事例統計による

地質・地盤リスクの発生原因



地質リスク学会の発表事例の分析

事故事例・回避事例の構造物の割合
（第１回地質・地盤リスクマネジメント検討委員会資料(2019)から抜粋)

地質調査会社からの
事例が主体なので偏
りがあることに留意



地質リスク学会の発表事例の分析
事故事例・回避事例の事象の割合

（第１回地質・地盤リスクマネジメント検討委員会資料(2019)から抜粋)

地質調査会社からの
事例が主体なので偏
りがあることに留意



自然リスク源約２割
（技術の進歩に期待）

人為リスク源約８割
（努力で防げるリスク）

地質リスク学会の発表事例の分析
事故事例・回避事例の主なリスク発生要因

地質リスク学会の収集事例の分析による。第１回地質・地盤リスクマネジメント検討委員会資料(2019)から編集.)  

調査技術不足
40%

事業実施計画やリスクマネ
ジメント体系の問題

35%

設計・施工技術不足
4%

予測困難な地質・事象
20%

地質調査会社からの
事例が主体なので偏
りがあることに留意



地質・地盤リスクの原因

地質の不確かさ（自然リスク源）が主因とされた
ものは２割しかない。

（≒予見不可能・困難）

残りの８割は、人の対応の不足・不確かさ（人為
リスク源）が主因とされている。

（≒予見可能、≒回避可能）
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③ 地質の不確かさとは何か？

・地質の不均質性に調査精度が追い付いていない
・地質の成因の解釈（地質解釈）が正しくない



斜面の表土の
不均質性

斜面の表土の厚さ分布は
幅数m～数１０mのパッチ
ワーク構造。

⇒土砂崩れ・がけ崩れの
危険個所を本当に把握し
ようと思ったら、表土の分
布の不均質性を把握でき
る精度の地質調査が必要

土層強度検査棒（土研
佐々木開発、左写真）で表
土の厚さ分布を計測した
結果の例（右図）



土層強度検査棒測定による表層崩壊危険個所の抽出例（福島県いわき市）

表層崩壊危険箇所

（急傾斜and隣接斜面に比べ表土が厚いand/or表層クリープ等の変状あり）



図出典：Sibson,1987 (ショルツ地震
と断層の,力学 p.176)を加工

ボーリング
No.1

ボーリング
No.2

断層の不均質性

どこを見ているかで、

断層の位置・方向・連続性
の推定が変わる。

⇒広域地質調査（露頭調査、踏査）
から詳細地質調査（ボーリング等）に
段階的に進めばリスクを防げる



成因（地質解釈）による地質図の相違

軟質コア

硬質コア

風化と解釈

軟質地層と解釈

変質と解釈

地質の成因の分析がしっかりしていればリスクを防げる。



地質解釈が違えば
物性分布図も違う

地質図

楽天的なルジオンマップ
（透水性分布図）

悲観的なルジオンマップ
（透水性分布図）

地質工学的解釈がしっかりしていれば防げる。



地質図や地質解釈が間違ってしまうということは、
地質調査が、

「木を見て森を見ず」
または逆に、

「森を見て木を見ず！？」
の状態になっている。

概略地質調査＝地表地質踏査、露頭調査

詳細地質調査＝ボーリング調査等

の、バランスがしっかりしていれば防げる

（⇒一般に、踏査が軽視される傾向。きちんとやって！）



④ 地質調査はどのくらいはずれる？

・適切な調査で良い精度に
・しかし限界も
・そのため、「安全側」の判断が重要



• 弾性波探査（数測線）

• 地表地質踏査

• グリッドボーリング（数１０mグリッド）

• 横坑調査（数～数10坑）

• 必要に応じてその他の詳細調査

等で調査

ダムの地質調査量



想定と実績の面積比較
（花崗岩が不均質に風化・変質していたOダム）
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一致率 80% 完全一致率 46%，安全側一致率 66%

凡
例

地 質 分 布 岩 級 区 分

調
査
段
階
の
想
定

施
工
段
階
の
実
績

安全側一致率とは、
岩級を実際より低め
に推定していた範
囲も「一致」とみなし

たもの

出典：日本応用地質学会土木地質研究部会資料



想定と実績の面積比較
（河床に断層があったOYダム）
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一致率 81% 完全一致率 57%，安全側一致率 79%

凡
例

地 質 分 布 岩 級 区 分

調
査
段
階
の
想
定

施
工
段
階
の
実
績

出典：日本応用地質学会土木地質研究部会資料



想定と実績の面積比較
（付加体の複雑な「混在岩」からなるUダム）
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一致率 50% 完全一致率 52%，安全側一致率 81%

凡
例

地 質 分 布 岩 級 区 分

調
査
段
階
の
想
定

施
工
段
階
の
実
績

出典：日本応用地質学会土木地質研究部会資料
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岩級の安全側一致率と完全一致率の関係

①

グループ①
リスクが小さく、
経済性も高い。

②

グループ②

リスクが大きく、

経済性が低い。
しかし安全側一
致率は60%以上

岩級の予測精度は40

－90％までばらつくが、
「安全側」に見積もるこ
とで、経済性は低下す
るがリスクを防げる

安全側一致率が50%

程度以下だと設計を
満足しない可能性

出典：日本応用地質学会土木地質研究部会資料
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３．地質・地盤リスクにどう対応すべきか？

①自然リスク（地質の不確かさ）への対応
②人為リスクへの対応
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①地質の不確かさにどう対応する？



マルパッセダム

このフランスのダムは、1959年に、

基礎の弱層の滑りにより破壊し、
421名が亡くなった。

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/8/8b/Malpasset-1988.jpg


破壊の原因

基礎の要求性能に
照らした調査を行い、
地質が要求性能を
満足することを確認
できる精度の調査
結果があればリスク

を防げる。

薄い弱層がダム基礎に存在し、
水圧等を受けて滑動したもの。



土木地質調査は不確かさとの戦い

学術的地質調査
・地質（の成り立ちや構造等）を把握する（⇒これが目的）

土木地質調査
・地質（の不均質性）を事業に必要な精度で把握し、
⇒（これは手段）
・事業におけるリスクとチャンスをもれなく抽出し
・必要な地質工学情報（強度等）をモデル化し設計・施工・管理へ
⇒（これが目的）

しかし必要な精度が得られないことがしばしば



地質の推定（モデル化）の留意点
（たまにある失敗）

調査の質・量の問題

・不均質性にマッチしない少ない調査量・調査項目

・低品質な情報（精度の低い地形図で地すべり地形を見逃す、掘
削時に乱れた不良なコアで弱層を見逃す等）

地質構造の推定の問題

・地質の成因（地質解釈）を見誤る

・弱層・弱部の存在、方向、連続性、性状を見誤る

・地層の膨縮・凹凸・変形・断裂を見逃す

・地層の側方変化を見逃す

・地質図学的な予測の難しい地質（付加体、火山岩、変質等）

地質物性の推定の問題

・代表物性を見誤る（単純平均化してしまう、特異値と評価して無
視する、等）



ダムでの地質の不確かさへの対応例

• 計画段階から地質技術者が参画

• 事業段階に合わせた段階的な地質調査

• 設計上重大な不良部には綿密な追加調査

• リスクに対して、「ONE-TEAM体制」でチェック
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ダムにおけるONE-TEAM体制
ダムでは、事業者および土木技術者・地質技術者（行政側・民間と
も）で追加調査の必要性を議論して段階的に調査を進め、要所で
は国土交通省の会議で見逃しがないか確認し、予算付けするシス
テムとなっている。



いつ地質調査すりゃ良いの？

・地質・地盤リスクマネジメントでは、決して「どんどん事
前調査（フロントローディング）しろ」といっているのではな
い。

⇒逆にそれが無駄な経費となることもある。

・「構想・計画段階で避けるべきリスク」、「設計段階で避
けるべきリスク」、「施工時に避けるべきリスク」を識別し、
適切な事業段階で適切な調査をすることが重要。（マネ
ジメントの最適化）

⇒識別することが「リスクの見える化」



出典：ジオリスクマネジメント（古今書院 全地連訳,2016）
（原典）C.R.I Clayton,英国土木学会編:Managing Geotechnical Risk,2001.

概査時は重大なリスクを回避

精査時はやや大きな
リスクを回避

残るリスクは施工時
のモニタリングで対応

事業段階に応じたリスクマネジメントの必要性



どこまで調査すりゃ良いの？

・地質図（モデル）が設計上必要な精度を有していること
←適切な位置での調査である（構造物との関係、重要な地質ポイント等）

←地質の成り立ち、構造解釈に誤りがないことを説明できる調査内容である

←問題となる地層（境界）の位置が推定できる精度の調査量を確保している

←問題となる弱部が適切に抽出されモデル化できている 等

・要求性能に対する推定性能が満たされていること
←必要データ（強度、透水性等）がそろい、全て要求性能をクリアする 等

・リスクに対し、工学的に許容できるレベル（少なくとも安
全側）であることが説明できること
←物性のバラツキに対し安全側の代表値を設定できている 等

これらによってもなお残る地質の不確実性・リスクにつ
いては、地質調査者は事業者に説明する義務がある。



基礎の要求性能と推定性能のマッチングが重要

基礎の要求性能
・耐荷性、強度，変形性

（圧縮、引張、剪断等）

・物性の均質性

・遮水性

・パイピング抵抗性

・液状化抵抗性

・斜面安定性

・長期安定性

・環境安全性

・施工性、施工安全性 等

推定性能（リスクの抽出）
・強度のばらつきは？

・連続した弱層、弱部はあるか？

・変形しやすい層は？

・透水性の高い層は？

・パイピングしやすい層は？

・液状化しやすい層は？

・地すべり、緩みは？

・風化、劣化しやすい地盤か？

・周辺地下水への影響は？

・地下水圧、地盤改良性 等

土木地質調査計画（調査項目、量、配置等）
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②人為リスクにどう対応する？

②-1:人為リスクの重要性



（参考）
C.R.I. Clayton,2001： Managing Geotechnical risk –Improving productivity in

UK Building and construction,Institution of civil

engineers and Thomas Telford Ltd.

全地連 訳「ジオリスクマネジメント」,古今書院,2016.

Clayton (2001)によると、

「スキル不足の技術者」を、「ハザード」(≒リスク源)

に含めている。

JIS Q31000では、リスク源とは、

「それ自体又は他との組み合わせによって、リスクを生じさ
せる力を潜在的にもっている要素」

である。

これらに照らせば、リスクを増長させる不適切な対応（をす
る者）もリスク源となり得る。



自然リスク源約２割
（技術の進歩に期待）

人為リスク源約８割
（努力で防げるリスク）

（再掲） 地質リスク学会の発表事例の分析
事故事例・回避事例の主なリスク発生要因

地質リスク学会の収集事例の分析による。第１回地質・地盤リスクマネジメント検討委員会資料(2019)から編集.)  

調査技術不足
40%

事業実施計画やリスクマネ
ジメント体系の問題

35%

設計・施工技術不足
4%

予測困難な地質・事象
20%

地質調査会社からの
事例が主体なので偏
りがあることに留意



（参考）
「事例収集に基づく土木地質分野における現状と課題」
（長谷川怜思・日本応用地質学会土木地質研究部会:日本応用地質学会土
木地質研究部会平成２５年度研究発表会講演論文集,pp.99-100,2013)

長谷川ほか(2013)によると、土木事業における地質的課題発生
事例（113件）の推定発生要因（273要因）を分類すると、

・リスクの認識不足（44.3%）

・調査不足（25.6%）

・人的要因(9.9%)

・組織的要因(6.6%)

・予測不能(13.0%) 地質の複雑さなどの自然的リスク源

であり、何らかの人為的要因が、８６．４％であった。

人為的要因？
（計86.4%）



 いずれの事例調査でも、人為的要因を主とするものが79%～
86%であり、予測不能な地質等（自然的要因）を主とするものは
13～20%に過ぎない。

⇒このことは、地質調査やリスクマネジメントなどの改善により

約８割のリスク事象を防げる可能性があることを示している。

 特に地質調査の改善により６～７割のリスクを防げる可能性。

 また３～４割は事業者側のマネジメントシステムの改善が必要。

⇒すなわち事業者、地質技術者ほか技術者の両方の改善が必要
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②-２ 地質技術者リスクをどう減らす？



土木事業において、
「地質技術者リスク」をどう定義する？

 （定義A）「地質技術者が関与しない状態での事業リスクレベルを
基準としたときの、当該地質技術者が関与することによるリスクの
増（減）分」

⇒ 地質技術者にとって楽 （大概は「地質技術者ベネフィット」に）

 （定義B)「職業技術者として通常期待される役割を果たす場合の
事業リスクレベルを基準としたときの、当該地質技術者が関与する
ことによるリスクの増（減）分」

⇒ 地質技術者にとって非常に厳しいものに？

どれを基準とすべきか？



地質リスクマネジメントにおいて
地質技術者に通常期待される役割とは？

 例えば地質災害に関する裁判等では、地質調査による予見可能性
が争点となる。この場合、地質技術者に期待される役割は、「地質
技術を用いて通常合理的に予見可能な地質・地盤リスクを予見し、
またその根拠や対応方法を示すこと」と考えられる。

その場合の、地質技術者リスクの定義は、

 （定義B’)「地質技術を用いて通常予見可能なリスクに対し、その予
見作業を怠ることによるリスクの増（減）分」

⇒ いずれにしても、地質技術者にとって厳しいが…….



通常予見可能な地質・地盤リスクとは？

地質技術者の責任の範囲を整理するため、地質リスクを、「予見の合
理性」と、「発生の蓋然性（確率）」で整理してみる。

① 地質的に合理的に説明でき、かつ発生の蓋然性が高い、ないし低
くないと推定されるリスク （通常予見可能なリスク）

② 地質的に不合理（ありえない）と説明でき、したがって発生しないと
推定されるリスク （通常予見可能なリスク）

③ 地質的に合理的（または不合理ではない）が、発生の蓋然性は低
いと推定されるリスク

④ 現在の情報からは、合理性や発生の蓋然性が判断できないリスク

①や②は合理的に予見可能なリスク（地質技術者の責任が大きい部分）

③や④の取り扱いは事業者の判断事項（③は裁判では蓋然性が低くても
予見可能であり瑕疵があるといわれる可能性はあるが）

⇒地質技術者は、①～④のどのリスクであるか明らかにし事業者等に説
明する必要



地質技術者の責任の範囲とは？
地質・地盤リスクマネジメントにおける地質技術者の責任とは、前述の
①～④のどのリスクなのか明らかにするために、下記を遂行すること

a. 技術を用いた適切な調査

b. 知識、技術、情報を適切に活用した合理的な予見

c. 予見の合理性（根拠）の説明

d. 発生の蓋然性とその根拠の説明

e. 予見の不確実性と限界の説明

f. 予見の合理性や確実性を高める方策の説明（必要に応じ）

この作業を怠ることによるリスク増分が地質技術者リスク
ただし受注者としての地質技術者に求められる責任とは、遂行責任（
responsibility）であり、結果責任（accountability）ではない。上記a～fを適切
に行っていれば、たとえリスクが発現しても結果責任を問われるべきでない。

何故なら、地質リスクの予見とは、製品の製作のように確実にできることでは
なく、「そもそも困難なこと」を期待されているのである。

それは、打率３割のバッターを解雇すべきでないのと同じである。



とはいえ、地質技術者リスクを減らす努力は必要…………..

地質技術者関連リスクの発生要因分類例
a. 単純ミス型：計算ミス、図面や数値の転記ミス等

b. 知識・経験不足型：地質等について通常有すべき知識・経験の不足により誤った判断をするもの

c. マニュアルまかせ型：マニュアル通りの検討のみで終始し、通常有すべき知識や経験を活用しないもの、
また現場特有の状況等を考慮しないもの

d. データ過信・近視眼・強引型：明らかに少ない・一面的・局所的・一時期等のデータから、データ過信また
は近視眼により、あるいはデータ不良を認識しつつも強引に、誤った判断をするもの

e. 経験過信型：過去の経験を過信し、地質や現場の相違を無視して過去と同様に対応するもの

f. 楽観型：地質の不確実性の大きさやリスクの大きさを考慮せず、楽観的なデータや平均的なデータを重視
して偏った判断や誤った判断をするもの

g. 無責任・説明不足型：部下を適切に指導しない、上司に相談しない、地質調査結果の重要なポイントを関
係者に適切に伝達しない（または隠ぺいする）など、通常責任をもって実施すべき事項が不十分なもの

h. 現場同情型：現場への愛着や関係者への同情から、無意識に関係者が期待する結論を導き出すもの

i. 忖度型：発注者や上司等に忖度して意識的に関係者が期待する結論を導き出すもの

j. 指示隷属型：発注者、上司等から誤った内容を指示され、議論することなくそのまま実行するもの

k. 地質技術者不在・ミスマッチ型：地質技術者自体が配置されていない（地盤技術者のみ、地盤技術者も不
在等）、当該業務に適した技術を持った地質技術者が配置されない、など

l. 業務仕様不足型：発注された地質調査業務の仕様や内容が不十分で、求められる精度の調査ができな
い、地質的な解析・考察を実施する余地がないなど、リスクの十分な検討・抽出に至らないもの

（注）・h-j は地質技術者のみの責によるものではないが地質技術者の心構えに関わる要因

・k,l は地質技術者のスキル不足によるものではない（すなわち地質技術者リスク源ではない）が、

地質技術者に関わる要因であり、地質技術者の提案により場合によっては改善可能なもの



地質技術者リスクの防止策例

「地質・地盤リスク防止ガイドブック」

斜面・地すべり編
（内容例）

地すべりの地質調査において技術的に陥りやすい

ミスとその回避・対応方法

①地すべり地形の見落とし、見誤り

②複数ブロックの存在の見落とし

③すべり面/複数のすべり面の存在の見落とし

④すべり面と他の弱層の見間違い

⑤地すべりとゆるみの見間違い

⑥不良コアの取り扱いや解釈の誤り

⑦孔内変動計測による変位個所の見誤り

⑧地下水位の見誤り

⑨すべり面のつなぎ方の誤り

⑩すべり面とブロックのマッチングの誤り

⑪ブロック形状の見誤り

⑫すべり方向の見誤り 等

左記①～⑫等に対し、下記α～
γを解説することで、類似のミス
の気づきや防止が期待できる。

α.陥りやすいミスのパターン

β.ミスが生じる理由

γ.ミスを防ぐための知識や手法
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②-３ 事業者リスク、
土木技術者リスクをどう減らす？
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・事業者、土木技術者リスクとは
・事業者、土木技術者の役割とは
・事業者、土木技術者の責任の範囲とは
・事業者、土木技術者リスクを減らすには

（私ではなく、皆さんが考えること？）



地質・地盤リスクの防止策の例 （今後作成必要）

「地質・地盤リスク防止ガイドブック」

・共通編・事業者編 ・斜面・地すべり編

・地質技術者編 ・トンネル編

・設計技術者編 ・ダム編

・施工技術者編 ・○○編



教育事項の例

・リスクを「知る」講習

・リスクに「気づく」講習

・リスクを「調べる」講習

・リスクを「表現し伝える」講習

・リスクを「防ぐ」、リスクに「対応する」講習 等

地質・地盤技術者だけでなく、事業者・土木技術者も教
育・啓発する体制が必要。

そもそも地学教育が十分行われていないため、分かり
やすいテキストや啓発プログラムが必要。



（例）
・地質・地盤リスク対策協議会の
構築
（行政、業界、学会連携）
⇒リスク事例の収集・教訓分析
⇒リスク対応技術講習
⇒市民への啓発 等

教育システムの改善
（事業者、土木技術者、地質技術者、

市民等の知識向上）

事業システムの改善
（リスクマネジメントの導入）

（例）
・リスクマネジメントの実施
・リスク対応指針類の作成
・エキスパートの活用 等
（行政側、民間側とも）

事業の安全性、生産性向上
適切な維持管理・更新、

環境保全 等

技術の改善
（新技術の開発と導入）

（例）
・地質調査精度向上技術
・リスク特定・評価技術
・リスク対応技術 等

連携して一緒に改善していきましょう
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４．海外（主に米国）の取り組みの例
①米国のダムにおける例

② 米国の道路における例



① 米国のダムにおける例



Oroville dam （米・1968年完成）

洪水吐き損傷事故 (2017・避難命令18万人)

写真：DWR（カリフォルニア州水資源局） https://water.ca.gov/What-We-Do/Emergency-Response/Oroville-Spillways

PPT：
国総研大規模河

川構造物研究室
金銅室長による



事故を引き起こした素因とその相関

• 現場施工条件
の悪さの看過

概略(予備)設計

実施設計・施工

最初のひび割れ・
ドレーン流量増

ひび割れ進行
コンクリート剥離 鉄筋・アンカー

筋の腐食

スラブ背面の侵食

ドレーンの排水
能力喪失

アンカーの機能
低下・喪失

補修箇所の損傷 その他要因

主洪水吐きの損壊

地盤洗掘による予備
（非常用）洪水吐き越流
堰の安定性喪失の恐れ

避難命令発出

毎点検・検査での変状に対す
る問題意識の希薄化（慣れ）

不十分な補修の繰返し

土木・地質技術者の助言に反した
予備（非常用）洪水吐き使用の決定

人
・
組
織
・
業
界
風
土
の
問
題

地
質
条
件
の
悪
さ
に
対
す
る
認
識
の
欠
如

物理的要因

物理的要因

Independent Forensic Team Report , Oroville Dam Spillway Incident (2018) ※一部加筆

調査
設計

維持管理

危機管理
（事故対応）

• 設計上の耐力
不足の看過

施工

背
景
（
構
造
的
）
要
因

設
計
か
ら
事
故
対
応
ま
で
全
て
の
段
階

PPT：国総研大規模河川構造物
研究室 金銅室長による
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米国のダムにおけるリスク管理
（Risk-Informed Decision Making Guidelines：米国FERC）

リスク認識
(PFM分析)

• リスク要因の
抽出

• リスク構造の
明確化

リスク分析

• ハザード評価
• 重大事象の生

起可能性（確
率）見積もり

リスク評価

• 被害想定
• リスク受容の

是非（対策の
必要性）の案

リスク管理

• 対策の実施
• モニタリング
• 定期的再評価、

見直し

意思決定

FERC: Risk-Informed Decision Making Guidelines(2016)に加筆

PPT：
国総研大規模河

川構造物研究室
金銅室長による



リスク認識の手法（例：PFM分析）

②PFM分析とは

• 個々のダム特有の安全性阻害要因・貯水機能の喪失に至るシナリオ

（PFM）を同定するための分析

→ リスクとその構造の認識行為そのもの

③なぜPFM分析か

• 従来の点検・検査、設計照査では看過されがちな 重大事故に

つながる潜在的シナリオ（脆弱性の所在）を明らかにする

• ダム管理上の重点事項の明確化

①PFM（Potential Failure Modes）とは

• 「ある荷重条件下で，制御されない貯水放流に至りうる事象の道筋」
（米FEMA,2015）

米 FERC (連邦エネルギー規制委員会) の技術ガイドラインなど

Guidelines for the Evaluation of Hydropower Projects （Chapter 14）

PPT：
国総研大規模河

川構造物研究室
金銅室長による
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PFM分析の手順

① 調査設計・施工・運用管理に関わるあらゆる情報
（データ・記録・解析等）の収集・分析

• 土木・地質工学等関連分野の専門家からなるチーム
• 中心メンバー：法定検査を担う独立系コンサルタント、

ダム管理者、FERC検査官等

②綿密な現地調査・管理者との討議等により、
PFM（候補）抽出に必要な材料（情報）の取得

③分析チームによる徹底的な分析・討論・検証

④PFMとその根拠情報、管理・モニタリング計画、
リスク軽減方策の文書化

PPT： 国総研大規模河川構造物研究室 金銅室長による
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SBA
（Standard-Based Approach）

• 設計基準等に基づく伝統的な
安全性評価法

• 既定の想定事象､荷重､計算方法､
安全率に基づく安全評価

リスク分析のねらい・利点（SBAとの比較）

RIDM
（PFM分析に基づくリスク評価・管理）

• 数値比較だけによらない

• 不確実性を有するリスク要因の抽出､
リスク構造の明確化

SBAでは認識・評価困難な
リスク要因・事象もカバー

【例】・堤体材料の内部侵食
・ゲート等機械設備の信頼性
・操作ミス等の人的要因

・ 当事者によるリスク認識

 基準適合でも存在するリスクの所在
 その管理責任も含めて

【例】震度法ー転倒・滑動安定性
梁理論ー応力・強度安全率

PPT：国総研大規模河川構造物研究室 金銅室長による



81

PFMのカテゴリー

I 特筆

①警戒の必要性
②生起する可能性
③結果の重大性
④悪い兆候の確度

を考慮したときに最も想定すべき主要なもの

II 要考慮
Iに比べ重大性や生起可能性は低いが想定されうるもの

III
情報
不足

重要性判定のための情報が不足しているもの

IV 棄却

①物理的に生起し得ない

②懸念を払拭する情報が存在

③無視できるほど生起可能性が小

•物理的に起こりうる可能性
•根本的欠陥・弱点の所在
•損壊に繋がる状態・事象の明白さ

Iより重要性が低い理由は明確化（文書化）が必要

判定のための調査・解析等が必要

極めて限定的

PPT：国総研大規模河川構造物研究室 金銅室長による
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ダムと堤防の基礎の
リスクアセスのための講習会
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計画 設計 施工 試験湛水 管理・運用

主要段階での第三者レビュー（専門家等の参画）

（参考）国内の治水ダムでの取り組み

設計照査

・設計者
・発注者
・第三者

情
報
・
認
識
の
共
有

各種調査
分析

技術基準等 技術基準等共通仕様書等 実施要領

監視品質管理
監督検査
施工監理

情
報
・
認
識
の
共
有

対策

習熟 訓練
（操作・情報伝達）

点検・検査
（施設維持管理）

対策

知
見
の
反
映

ｻｲﾄ/型式
選定

工事
発注

試験
湛水
開始

実施計
画調査
開始

管理
移行

点検
検査

●関係主体間での十分な意思疎通 ●人材育成、技術継承、自己研鑽 ●新技術の開発・普及

PPT：国総研大規模河川構造物研究室 金銅室長による



② 米国の道路における例



米国の
道路地質学
シンポジウム

Highway Geology 

Symposium

道路のあらゆる地質的課題
について産官学が議論する
シンポジウム（日本道路会議
の地質版のようなもの）。

1950年から開始し、今年で71

回目。ここでリスクマネジメン
トなどの手法も議論され、技
術研鑽の場にもなっている。



米国では、「地盤工学的アセ
ットマネジメント」（GAM）と

呼ばれる手法が、州道路等
で活用されつつある。

これは、道路管理もサービ
スの一つとして、土工構造
物や法面の性能（防災性能
を含む）を道路の性能の一
つとして評価し、投資効果が
最大になるように長期的に
マネジメントする手法。

日本も、このような方向に？

FHWA内の組織（CFLHD）による
GAMの現状に関する技術報告
（Bessely,2013)



時間

構造物の
健全性

費用

時間

無対策

浮石除去

浮石除去+防護柵

（Bessely,2013による)



1 斜面災害による通行止め数を限られた数に抑えること

2 不安定斜面に対する適切な監視と道路パトロール

3 不安定斜面に起因する通行止めの迅速な解除。3,000平方ヤードより小さな
災害に対し、対策無しでも危険性がなければ8時間以内に解除。

4 地域の地盤工学関係部署（職員）への迅速な報告（24時間以内）

5 緊急性の低い事故や1時間以上の通行止めへの地盤工学担当者の迅速な
対応（7日以内）

6 怪我、道路閉鎖、公的資産被害なと、緊急性の高い災害に対する24時間以
内の出来るだけ早期に地盤工学スタッフが対応（24時間以内）

7 目標達成を支援するために頻繁にUSMPの現場を再評価し、 USMPデータベ
ースへの新しいデータの更新により、USMPのDBを維持すること

8 道路のサービス性能や安全性に影響を与える不安定斜面の状態や連邦交
通部の労力に関する公的な認識を向上させること

9 不安定斜面に関する処理コストを縮減させること

GAMの一種（ＵＳＭＰ）におけるサービス目標の内容
(Stanley and Pierson,2011を佐々木が訳)



国際応用地質学会前会長
米国ポートランド州立大の
スコット バーンズ教授

アメリカでは、州道路局毎に数１０人規模
の地質・地盤技術者がいて、現場対応し
ているよ。自分の教え子もたくさんいるよ。



USMPのポリシー、目標サービスレベル、性能計測方法および
サービス評価方法 （一部）

安全、効果的な運用・
管理、システム保全と
資産状態、モビィリテ
や信頼性

サービス1：斜面災害による
通行止めを限られた数に
抑えること

地域・年当たりの不安定
斜面の対策・縮減数

25年間における各地域での
A及びBランクの対策必要な
不安定斜面に対する年当た
りの対策完了斜面数の規定
累積数

サービス2：不安定斜面に
対する適切な監視と道路
パトロール

不安定斜面に対して、監
視対象斜面の維持管理・
対応部署（M&O）が費
やした時間ならびに道路
パトロールに費やした時
間

地区M&Oの単位不安定斜
面区間長当たりの斜面パト
ロール時間（？）

サービス3：不安定斜面に
起因する通行止めの迅速
な解除。3,000平方ヤードよ
り小さな災害に対し、対策
無しでも危険性がなければ
8時間以内に解除する。

サービス4：地域の地盤工
学関係部署（職員）への迅
速な報告

斜面崩壊による通行止
め時間

地区M&O・年当たりの通
行止め時間

8時間以上の通行止めや
人身災害等に対し、事故
から報告までの時間

当該災害に対する地区
M&O・年当たりの24時間
以内の報告回数

サービス5：)緊急性の低い
事故や1時間以上の通行
止めへの地盤工学担当者
の迅速な対応

緊急性の低い事故に対し、
地盤工学技術者が7日以
内に現場確認

地区M&O・年当たりの地
盤工学技術者による現場
確認日数



サービスレベルの評価ランク

⇒サービスレベルが低いものは重点的に改善

サービスレベルのグレード



５．土研（＋本省）における地質・地盤
リスクマネジメントへの取り組み



すでに動いている本省の改善の動き

地質に起因する事故、事業費の増加等への問題意識から

⇒改正品確法において「調査・設計の品質確保」が対象に。

⇒本省では「地質リスク調査検討業務」を試行。

⇒また三者協議に地質技術者の参加（四者協議）を試行。

⇒これに対応し、近畿地整では、建コン近畿支部、関西地質協会と
ともに、「地質リスク低減のための調査・設計マニュアル(案)」を作成
。先進的な取り組み。

⇒地盤情報についても、一般社団法人国土地盤情報センターが設
立され、活用促進が期待される。



改正品確法（本省説明資料）

第３条 ５項では、
「公共工事の品質は（前略）、地盤の状態に関する情報その他の工事に必要な情報
が的確に把握され、より適切な技術又は工夫が活用されることにより、確保されなけ
ればならない。」

「地盤の状態に関する情報」とは何か。「調査事実」と「推定」を明確に識別し、
事業に影響を及ぼし得る「不確実性」と「地質・地盤リスク」を明示することではないか。



「地質リスク調査検討業務」の試行に関する記事



近畿地方整備局
「地質リスク低減のための調査・設計マニュアル（案）」（平成30年2月）

⇒「地質リスク調査検討業務」を前提としたもの



まだ不十分な点

• 「地質・地盤リスクマネジメント」自体が、公共土木事業に位置
づけられていない。

• リスクマネジメント、リスクアセスメント、リスク対応のための要
素技術も発展途上

⇒そこで、国土交通省と土木研究所では、「土木事業における地
質・地盤リスクマネジメント検討委員会」を組織。ここで「地質・地盤
リスクマネジメントのガイドライン」を構築予定。

⇒また、土研独自に、「地質・地盤リスクマネジメント研究会」を組
織し、検討委員会のサポートと、要素技術の開発を実施



土研における地質・地盤リスクマネジメントの技術検討体系

調査ノウハウ等による「見つける技術」（調査）

リスクの評価・表現による「見せる技術」（評価）

２．リスク見える化技術（計画・調査・評価）

リスクDB等による「気づく技術」（事業計画段階）リスク発現・対応事例の分析
⇒構造物毎のリスクDBの構築
⇒リスク発現機構の解明
⇒リスク発現のパターン分類
⇒リスク調査・回避ノウハウ

１．リスク事例分析

リスク発見・評価手法の整理
⇒既往技術の課題、改善点

リスク対応手法（ハード手法、
ソフト手法）の整理
⇒既往技術の課題、改善点

（国交省・土研）「地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン」の作成
（土研）関連する要素技術などの開発

維持管理・更新時のリスク管理法（管理・更新）

リスクレジリエントなハード対策（設計・施工）

３．リスク対応技術（設計・施工・管理・更新）

リスク回避のためのソフト対策（施工・管理）

地質・地盤リスクマネジメント技術の体系化



（土研と本省で改善中）

地質・地盤リスクマネジメント体系の構築



地質・地盤リスクマネジメント検討委員会の開始
（本省、土研が事務局）

（下）2019.4.1 建設通信新聞

大西有三委員長の挨拶



地質・地盤リスクマネジメント検討委員会の開始
（本省、土研が事務局）

●名簿 

委員長   大西 有三  京都大学 名誉教授 

委員    野口 和彦  横浜国立大学リスク共生社会創造センター センター長 

委員    西村 和夫  首都大学東京 理事・学長特任補佐［土木学会］ 

委員    大津 宏康  京都大学工学研究科 教授［土木学会］ 

委員    古関 潤一  東京大学工学系研究科 教授［地盤工学会］ 

委員    渡邊 法美  高知工科大学 経済・マネジメント学群長［地質リスク学会］ 

委員兼幹事 佐々木靖人  （国研）土木研究所 地質研究監 

幹事    砂金 伸治  首都大学東京都市環境学部 教授［土木学会］ 

幹事    清木 隆文  宇都宮大学地域デザイン科学部 准教授［土木学会］ 

幹事    高橋 章浩  東京工業大学環境・社会理工学院土木・環境工学系 教授［地盤工学会］ 

幹事    川越  健   （公財）鉄道総合技術研究所防災技術研究部 地質研究室長［日本応用地質学会］ 

幹事    渡辺  寛   （株）日さく 東日本支社長［全国地質調査業協会連合会］ 

幹事    井根  健   （株）ニュージェック水工グループ 参与 技師長［建設コンサルタンツ協会］ 

幹事    笹倉  剛   鹿島建設（株）土木管理本部土木技術部 担当部長［日本建設業連合会］ 

幹事    手塚 寛之  国土交通省大臣官房技術調査課 環境安全・地理空間情報技術調整官 

幹事    中官 利之  近畿地方整備局企画部技術管理課 課長補佐 

幹事    植田  彰   国土技術政策総合研究所社会資本マネジメント研究センター 国土防災研究官 

幹事    金子 正洋  （国研）土木研究所 地質・地盤研究グループ長 

幹事    浅井 健一  （国研）土木研究所 地質・地盤研究グループ 上席研究員（特命事項担当） 

幹事    阿南 修司  （国研）土木研究所 地質・地盤研究グループ 上席研究員（地質） 

幹事    佐々木哲也  （国研）土木研究所 地質・地盤研究グループ 上席研究員（土質・振動） 

幹事    宮武 裕昭  （国研）土木研究所 地質・地盤研究グループ 上席研究員（施工技術） 

幹事    日下  敦   （国研）土木研究所 道路技術研究グループ 上席研究員（トンネル） 

幹事    桐山 孝晴  （国研）土木研究所 構造物メンテナンス研究センター 耐震研究監 

（順不同、敬称略、［  ］内は推薦頂いた学協会の名称） 

土研HPで

検討状況を報告

しています



行政の事業体系
にリスクマネジメン

トを導入

土木事業における
地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン（案）
―関係者が ONE-TEAM でリスクに対応するために―

１．本ガイドラインの目的
２．適用対象
３．用語の定義
４．地質・地盤リスクマネジメントの基本事項

4.1地質・地盤リスクマネジメントの基本方針
4.2地質・地盤リスクマネジメントの体制・組織
4.3地質・地盤リスクマネジメントの進め方

５．地質・地盤リスクマネジメントの実施方法
5.1一般
5.2 コミュニケーション及び協議
5.3 リスクマネジメントの計画

5.3.1目的と対象の設定
5.3.2体制の構築
5.3.3計画の立案

5.4 リスクアセスメント
5.4.1地質・地盤条件等の調査
5.4.2 リスク特定
5.4.3 リスク分析
5.4.4 リスク評価

5.5 リスク対応
5.6モニタリング及びレビュー
5.7 リスクマネジメントの継続的な改善
5.8記録作成及び報告

国土交通省からの
通達をイメージ

検討中



関係者の体制（ONE TEAM）

ONE-TEAMとは、関係者の参画、情報共有、役割分担、さらに不測
の事態にも分担を越えて強い連携でリスク対応する意識と体制をさす

（リスクマネジメントの見える化）

検討中



地質地盤リスクマネジメントの流れ

ISO31000を参考に作成

検討中



地質・地盤リスクマネジメントのプロセス

地質・地盤リスクマネジメントは、その効果を最大化
するよう、早期から、適切な時期に継続的に実施
（PDCAによるリスク及びマネジメントの見直し）

検討中



事業者が適切なマネジメント方法を検討
（事業者や構造物の多様な条件にフレキシブルに対応）

検討中



地質・地盤リスクマネジメントを意識した
調査・設計・施工・管理のイメージ

結果だけでなく、不確実なこと、残存リスクなど
を引き継ぎ（リスクの見える化）

検討中



（土研と関係者で今後検討）

地質調査体系の改質・改善



地質調査業務にリスクアセスを内部目的化？
⇒地質図を作る業務は、その不確実性とリスクの説明を

地質調査業務報告書の要件（例）
報告書作成者の要件（例）
・地質・地盤・リスクに関する技術経験、資格
報告書作成方法の要件（例）
・複数の専門分野による内容照査・確認
報告書に必要な内容（例）
・地質に求められる要求性能（整理）
・地質の推定性能（地質調査結果）
・調査方法・量・品質の説明
・地質図（モデル）の根拠と不確実性
←地質図（モデル）を作るだけではダメ。
・想定されるリスクのリストと根拠
・リスク評価結果と根拠
・対応方法と得失、根拠 等
←確実に事業者に引き継ぐ事項を明示

「地質・地盤リスクに対
応した地質調査業務報

告書作成要領」
の発出をイメージ
（内容は今後検討）

改正品確法に沿った
「地質調査の品質」
の確保にもつながる



「地質リスクの見える化」（想定外から想定内へ）のための

「高精度地質調査・評価・予測・監視技術」
の必要性

・微地形の見える化：LIDAR、UAVと地形表現・判読技術等

・コア、ボーリング孔の良く見える化：高品質ボーリング、BHTV等

・地質構造、物性の見える化：三次元物理探査、土検棒等

・地形変化の見える化：InSAR等のモニタリング技術

・地質・地下水変化の見える化：風化や地下水変動等の調査技術

⇒地形地質の不確実性によるリスクの低減へ

・機構・現象の見える化：各種コンピュータシミュレーション技術

⇒予測・評価・設計の不確実性によるリスクの低減へ

・挙動,異常の見える化：モニタリングセンサー技術、監視技術

⇒施工の不確実性によるリスクの低減へ
110



（土研で改善中）

リスク対応技術（ハード技術等）の改善



地質・地盤リスクに応じたトンネルの補助工法の選定に関する研究
 脆弱な地山（地質・地盤リスクがある地山）におけるトンネル施工では，
地山の安定性を確保するための補助工法を採用することがある

 地山や施工の不確実性等に起因する地質・地盤リスクを十分に認識す
ることが必要

 認識が不十分な場合，陥没等，様々な問題を生じる可能性がある

【目的】
地山や施工の不確実性等に起因する地質・地盤リスクの評価
⇒合理的な補助工法の選定手法の提案

地質地盤リスク顕在化の事例
（出典：福岡市ウェブサイト）

【検討内容】
トンネルの補助工法の使用目的や適用地山条件等に関する事例分析，およ
びその結果を踏まえた三次元モデルに関する数値解析を実施し，数値解析モ
デルの妥当性の検証等、合理的な補助工法の選定手法に資する検討を実施

【得られた知見（長尺鋼管先受工】
• 数値解析における補助工法のモデル化手法の差異により，
変位や支保工の発生応力などの結果が異なることを把握

• 先受工の先行変位抑制効果については，解析で一定の効
果が現れる場合もあるが，実施工現場での検証が必要

試験計測，事例分析により設計・施工時の留意事項を整理

【課題】
• 実現象に則した，最適なモデル化手法の確立
• 抜け落ち等，数値解析でのモデル化が困難な挙動への対応

３次元解析モデルの例

先受工モデル化の例

地質・地盤リスクへの対応技術の研究例 （トンネルチーム）



（土研と関係者で改善中）

良質な技術者の確保・参画・育成・活躍

・多様な人材の参画
・連携による研修 等



「境界領域」が土木を救う
AI、IoT、地質地盤など周辺分野が参画・連携すれば土木も発展

（これもONE-TEAM活動）

（社外連携活動の例）
１．協働・支援型(要拡大)
・有識者、委員会委員
・外部顧問
・共同研究開発
２．アウトリーチ型(要拡大)
・啓発（自治体・地域の講師等）
・教育（学校の講師等）
・ボランティア（地域防災等）
・ツアーガイド
・マスコミ支援 等

地質・地盤技術者
他の専門技術者
・民間技術者
・行政技術者
・大学教員
・学生
・OB（退職者）

⇒多様な分野・人材が参画することで土木事業の品質が向上
（地質・地盤リスク対策協議会を構築し研修等を提供するなど）



インハウス技術者も技術力向上が必要
（つぶやき）土研の地質技術者はダムではいつも呼ばれるけど、道路ではよほど
困ったときだけ…. でも、道路の基準類も書いているし、現場に呼ばれる準備もし
ているんですよ。道路計画から管理まで通して参画できれば役に立つのになあ。

（参考）
・土木研究所では、３年前から「地質技術者会議」を組織・開催
（農水省、水機構等の地質技術者も参加）
・技術行政的課題、基準の課題、現場の課題、技術者教育等を実施

第３回地質技術者会議での土研、
水機構、農水省の地質技術者
（東北地整 成瀬ダム）

第２回地質技術者会議でのコア観
察勉強会の様子
（水機構 南摩ダム）



土木研究所は、地質・地盤・施工（土工）等の
技術者がONE-TEAM

⇒何でも相談してください。

地質・地盤研究グループ
歓迎会

(R1.5)
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６．地質・地盤リスクマネジメント事例



九州地方整備局佐賀国道事務所
梶尾 辰史

『道路整備での軟弱地盤対策検討において
地質･地盤リスクマネジメントを取り入れた事例』

日本道路会議(2019年11月) 発表論文より

（地質・地盤リスクマネジメントの実例）
本事例は昨年の日本道路会議の発表事例であり、地質・地盤リ
スクマネジメントを事業に取り入れた好事例として紹介する。

（内容は、地質・地盤マネジメント手法に関する土研での議論を先んじて取り入れ
た形で取りまとめられている。九州地整梶尾氏より、当該事業の検討委員会の委員
として参画した土研施工技術チーム宮武上席を通じて提供。 ）



対象事業：大川佐賀道路

広域図

有明海

佐賀県

有明海沿岸道路 延長約55km

抜粋





4. 本検討の内容

(1) 軟弱地盤地帯での道路整備上の課題

• 十分な地質調査ができない

• 地質･地盤条件の把握に限界

⇒ 設計変更、事業の中断、事業費の増加

(2) 本検討のアウトプット

 実務者向けの技術資料

 実行性のあるツール（実務者が活用可能）

 地質･地盤リスクマネジメントの検討

※検討委員会(委員長:佐賀大学 荒牧名誉教授)を活用

※通常業務への取り入れ方、根付かせ方の工夫

抜粋



6. 地質･地盤の不確実性(リスク)抽出･特定

(1) 不確実性(リスク)の特定方法の例

施工境界での
クラック発生

法面の
すべり破壊

法尻(民地側)
の隆起 道路盛土

軟弱地盤対策（地盤改良）

旧クリークの分布 ⇒ 腐植土による改良体の強度不足

 抽出･特定のポイント

• 被災事例からの学習

• 設計、施工等への影響

• 暫定供用等の事業進捗の影響

抜粋



各要素の重ね合わせ

①治水地形分類図

②LPデータ高低図

③自然条件･外的要因

④地質縦断図

⑤土地利用状況

⑥旧地形図･旧クリー
ク分布

⑦井戸分布･利用状況

⑧地質調査の実績

⑨道路計画

6. 地質･地盤の不確実性(リスク)抽出･特定

(2) 9つのデータの重ね合わせ

①地形条件 地盤高が低い

②地盤条件
軟弱粘性土、中間砂層、洪積粘性土の沈下
支持層の不陸、表層の粘性土

③土地利用状況 田面が隣接

④旧クリークの分布 旧クリークが斜めに横断、旧クリークが並行

⑤地下水の利用 地下水の汚濁、地下水位の低下

⑥事業の進め方
完成供用時の既供用部との境界段差・沈下
構造部箇所での地質調査未実施、盛土材の不均質

⑦道路計画 構造物接続部の段差、BOXの連続による不陸

抽出した不確実性（リスク）

抜粋



7. 地質･地盤の不確実性(リスク)特定結果

横断構造物部
(Box，橋梁部)
一般盛土部との沈下量
の差により段差の発生

盛土材の不均一
盛土材の不均質さによ
り強度，沈下量の変化

埋設管 施工時の圧密沈下
による沈下・変形

建築物
家屋の沈下･
傾斜の発生

水田の変状
施工による農地
の沈下・変形

地下水利用
施工時に地
下水環境へ
の影響

中間砂層の分布
地震時の液状化発生

旧クリーク部
有機物の影響で
改良体の強度発
現不足，すべり
破壊発生

路面のクラック，段差
改良杭下の軟弱層厚の
違いでのクラック発生

支持層の不陸
フローティング施工
における管理困難

軟弱な洪積粘土層
改良体着底の際の洪
積粘土層の圧密沈下

沖積粘性層

洪積砂質土層

洪積粘性土層

抜粋



8. 地質･地盤の不確実性(リスク)の対応検討

(1) 地質･地盤の不確実性を踏まえ「大川佐賀道路
軟弱地盤対策 設計施工運用指針(案)」の作成

1. はじめに

（目的、適用範囲、道路全体計画と
制約条件、地質･地盤の不確実性）

2. 設計水準
3. 設計･検討手法
4. 軟弱地盤対策工法の選定
5. 施工管理･品質管理
6. 環境
7. 維持管理

⇒ ・実務者向けの技術資料

・設計･施工･維持管理に
おける留意点等

抜粋



 

・・・

・・・

軟弱層によるすべり安
定性

改良体の固化不良
土質の不均質性、不
整合

地震時の液状化 ・・・

対応内容
サンプリング試料のせ
ん断強度試験の実施

物理特性（有機物混
入量含む）の把握

旧河道部と河道外の

調査による土質構成
の把握

液状化判定等による
検討

各粘土層で一軸試験実

施。層厚の厚いaAc2層

は深度方向に複数試料

で実施。

治水地形分類図では旧

河道ではない。ボーリン

グ結果においても周辺と

の土質の違いは認めら

れない。

強熱減量試験は未実

施。

礫が混入していたため

サンプリング出来ず室

内試験は未実施。液状

化判定は簡易式で実

施。

対応内容
安定計算等による対
策工の要否、比較検

討

解析等による必要改
良強度の把握

一般部と土質状況が
異なる場合は追加検

討（安定性、沈下等）

一般部と土質状況が
異なる場合は追加検

討（地震時の検討）

測点○○で実施。道路

土工（H24)に準じ実施。

比較検討により地盤改

良選定。

計算上の必要改良強度

はqu=500(kN/m2)。

代表地点での試験の

み。地質変化点での試

験が必要。

旧河道の特性が認めら

れないため周辺と同様

の対策工。必要に応じて

施工前に簡易調査で

チェック

旧河道の特性が認めら

れないため周辺と同様

の対策工。必要に応じて

施工前に簡易調査で

チェック

対応内容
動態観測による安定

管理

配合試験による改良
材、配合量の決定。改

良体の品質管理。

対策工の出来形、品

質管理
-

測点○○の一般盛土部

で実施。問題なく盛土完

了。

配合試験で配合量決

定。100（kg/m3）。施工

後のチェックボーリング

で深度方向に強度を確

認。

問題なし

施工後の沈下計測が必

要。

対応内容
路面や法面のクラッ

ク、変状の監視
盛土の変状の点検 －

大規模地震後の盛土

点検

旧河道に当たらないた

めとくに点検は実施して

いない。通常の巡視の

み。

すべりに関する監視は

実施していない。通常の

巡視で対応。

定点観測は未実施。固

化体の維持・管理方法

未検討。

地形条件

旧河道

施
工

段
階

対応状況
（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理
由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

不確実性

後背湿地

維
持

・
管

理
段

階

対応状況
（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理
由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

・・・

・・・

・・・

調
査

段
階

対応状況

（上段：実施事項等）
（下段：未実施の内容、理

由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

設
計

段
階

対応状況
（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理
由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

黒文字：対応済み

赤文字：未対応
青文字：注意､申し送り

表-2  地質・地盤の不確実性の引継帳票(案)抜粋 

 

 

・・・

・・・

軟弱層によるすべり安
定性

改良体の固化不良
土質の不均質性、不
整合

地震時の液状化 ・・・

対応内容
サンプリング試料のせ
ん断強度試験の実施

物理特性（有機物混
入量含む）の把握

旧河道部と河道外の

調査による土質構成
の把握

液状化判定等による
検討

各粘土層で一軸試験実

施。層厚の厚いaAc2層

は深度方向に複数試料

で実施。

治水地形分類図では旧

河道ではない。ボーリン

グ結果においても周辺と

の土質の違いは認めら

れない。

強熱減量試験は未実

施。

礫が混入していたため

サンプリング出来ず室

内試験は未実施。液状

化判定は簡易式で実

施。

対応内容
安定計算等による対
策工の要否、比較検

討

解析等による必要改
良強度の把握

一般部と土質状況が
異なる場合は追加検

討（安定性、沈下等）

一般部と土質状況が
異なる場合は追加検

討（地震時の検討）

測点○○で実施。道路

土工（H24)に準じ実施。

比較検討により地盤改

良選定。

計算上の必要改良強度

はqu=500(kN/m2)。

代表地点での試験の

み。地質変化点での試

験が必要。

旧河道の特性が認めら

れないため周辺と同様

の対策工。必要に応じて

施工前に簡易調査で

チェック

旧河道の特性が認めら

れないため周辺と同様

の対策工。必要に応じて

施工前に簡易調査で

チェック

対応内容
動態観測による安定

管理

配合試験による改良
材、配合量の決定。改

良体の品質管理。

対策工の出来形、品

質管理
-

測点○○の一般盛土部

で実施。問題なく盛土完

了。

配合試験で配合量決

定。100（kg/m3）。施工

後のチェックボーリング

で深度方向に強度を確

認。

問題なし

施工後の沈下計測が必

要。

対応内容
路面や法面のクラッ

ク、変状の監視
盛土の変状の点検 －

大規模地震後の盛土

点検

旧河道に当たらないた

めとくに点検は実施して

いない。通常の巡視の

み。

すべりに関する監視は

実施していない。通常の

巡視で対応。

定点観測は未実施。固

化体の維持・管理方法

未検討。

地形条件

旧河道

施
工

段
階

対応状況
（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理
由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

不確実性

後背湿地

維
持

・
管

理
段

階

対応状況
（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理
由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

・・・

・・・

・・・

調
査

段
階

対応状況

（上段：実施事項等）
（下段：未実施の内容、理

由、留意事項、フィードバッ
クの必要性等）

設
計

段
階

対応状況
（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理
由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

黒文字：対応済み

赤文字：未対応
青文字：注意､申し送り

表-2  地質・地盤の不確実性の引継帳票(案)抜粋 
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(2) 地質･地盤リスクマネジメントの引継帳票(案) 

・・・
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の土質の違いは認めら

れない。

強熱減量試験は未実

施。

礫が混入していたため
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内試験は未実施。液状

化判定は簡易式で実

施。

対応内容
安定計算等による対
策工の要否、比較検

討
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一般部と土質状況が
異なる場合は追加検
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一般部と土質状況が
異なる場合は追加検
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測点○○で実施。道路

土工（H24)に準じ実施。

比較検討により地盤改

良選定。

計算上の必要改良強度

はqu=500(kN/m2)。

代表地点での試験の

み。地質変化点での試

験が必要。

旧河道の特性が認めら

れないため周辺と同様

の対策工。必要に応じて

施工前に簡易調査で

チェック

旧河道の特性が認めら

れないため周辺と同様

の対策工。必要に応じて

施工前に簡易調査で

チェック

対応内容
動態観測による安定

管理

配合試験による改良
材、配合量の決定。改

良体の品質管理。

対策工の出来形、品

質管理
-

測点○○の一般盛土部

で実施。問題なく盛土完

了。

配合試験で配合量決

定。100（kg/m3）。施工

後のチェックボーリング

で深度方向に強度を確

認。

問題なし

施工後の沈下計測が必

要。

対応内容
路面や法面のクラッ

ク、変状の監視
盛土の変状の点検 －

大規模地震後の盛土

点検

旧河道に当たらないた

めとくに点検は実施して

いない。通常の巡視の

み。

すべりに関する監視は

実施していない。通常の

巡視で対応。

定点観測は未実施。固

化体の維持・管理方法

未検討。

地形条件

旧河道

施
工

段
階

対応状況
（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理
由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

不確実性

後背湿地

維
持

・
管

理
段
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対応状況
（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理
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・・・

調
査

段
階

対応状況

（上段：実施事項等）
（下段：未実施の内容、理

由、留意事項、フィードバッ
クの必要性等）
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（下段：未実施の内容、理
由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

黒文字：対応済み

赤文字：未対応
青文字：注意､申し送り

表-2  地質・地盤の不確実性の引継帳票(案)抜粋 

 

調査段階

設計段階

施工段階

維持管理段階

⇒不確実性の対応の漏れ防止

軟弱地盤対策の精度向上

確実な品質確保･品質向上

※特記仕様書等での指示を想定

8. 地質･地盤の不確実性(リスク)の対応検討 抜粋



スコットランド戦で、堀江⇒
ムーア⇒トゥポウの３つのオ
フロードパスを受け取りトラ
イを決めるプロップの稲垣

写真はｇoo ニュースより

まとめ

 土木事業は総合技術（オールラウンドプレーヤーはいない）

 土木事業はサービス業（サービス効率の最大化が責務）

 目的達成のためには事業者、土木技術者、地質・地盤技術者等
の関係者が参画・情報共有し「事業リスクを見える化」し、役割分
担・連携し、「ONE-TEAM」でリスク対応を。

⇒ONE-TEAMの制度化が「リスクマネジメント」

 土研の技術者も、皆さんの「ONE-TEAM」の一員であることをお忘
れなく

⇒事業の計画時から管理・更新時まで参画します。気軽に相談を。



地質・地盤リスクは適切な対応で防げる！

ご静聴ありがとうございました。

事業の安全性、生産性向上
適切な維持管理・更新、

環境保全 等


